
 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度 

 

事 業 計 画 書  

収 支 予 算 書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
公益財団法人相模原市産業振興財団 

  

saitou
タイプライターテキスト



 

公益財団法人相模原市産業振興財団 

平成３１年度 事業計画 

 

世界経済は、アメリカの保護貿易政策の推進や、アメリカと中国を始めとする世

界各国との貿易摩擦がエスカレートしています。その影響により、貿易量が減少し

企業の業績についても悪化の兆しが表れ、株式市場も低迷しています。我が国の経

済においても、戦後最長の景気拡張期間と言われておりましたが、個人所得や個人

消費が伸び悩んでおり、既に、昨年後半には景気が後退期に入っているとの見解も

あります。また、本年１０月の消費税率アップに伴う個人消費の低迷も予想され、

更なる景気の後退が懸念されています。 

 

相模原市では、首都圏南西部をリードする広域交流拠点都市としての当市への期

待と注目はより一層高まっております。しかし、市内の製造業においては、長年地

域を代表してきた大手企業の工場の撤退もあり、また、慢性的な人手不足が続くな

ど、本市の経済状況も厳しい状態が続いています。 

 

こうした中、相模原市内の産業振興を目的とする当財団の果たすべき役割はます

ます高まっていることから、平成３１年度は、引き続き、これまで以上に積極的に

市内企業等への支援に取り組んでいきます。 

施策の内容としては、職員による企業訪問を引き続き行い、企業のニーズや課題

の把握に努め、企業の成長を支援していきます。また、引き続き市内で新たに事業

を起こそうとする起業家に対する創業支援、及び商業・サービス業事業所に対する

支援を重点施策と位置づけ、推進していきます。 

また、本年度より、改めて、産業会館の５年間の指定管理者として採択されたの

で、産業会館の良好な利用環境の維持を図り、更なる施設の利用促進を目指します。  
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１ 中小企業経営の安定と発展に向けた事業 

 

（１）ものづくり企業総合支援事業 (委託事業) 

財団に所属するコーディネーターが、製造業を中心に市内中小企業を訪問

して経営の状況や課題等を聞き取り、経営計画の策定、製品・技術開発、販

路開拓、海外進出、事業承継等、事業者が抱える様々な経営上の課題解決に

向けての支援を行う。 

また、高度・専門的な助言等が必要と判断される場合は適切な外部専門家

を選定して派遣するほか、国や他の支援機関等が実施する各種支援事業の活

用や連携を広げて、実効性のある支援を実施する。 

なお、後述の「産学連携推進事業」、「海外展開アドバイザー事業」、「海外

成長市場獲得支援事業」等については本事業との一体的な運営を行い、各コー

ディネーターの情報の共有と、財団内での支援ノウハウの蓄積に努めること

とする。 

 

訪問及び相談企業数 ：２００社 

訪問及び相談回数  ：５１０回 

 

 

（２）国内展示会相模原ブース出展事業 

市内ものづくり企業の販路開拓を支援するとともに、広域交流拠点都市と

しての相模原市を広くアピールすることを目的として、市内の中小企業を取

りまとめた「相模原ブース」を国内で開催される展示会に出展する。 

本年度は、財団自主事業として幅広い業種が出展する総合展示会である

「産業交流展 ２０１９」への出展を行う。また、地方創生推進交付金を活用

した事業として相模原市より受託し、専門性の高い展示会である「インター

ネプコン ジャパン」等に相模原ブース出展を行うこととする。 

 

   総合展示会 (補助金事業) 

ア 産業交流展２０１９ 

会  場：青海展示棟  

開催期間：２０１９年１１月１３日（水）～１１月１５日（金） 

募集対象：主に展示会等への出展経験やノウハウが十分でない市内中小製
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造業者 

 

   専門展示会 (委託事業) 

イ 「第３４回 インターネプコン ジャパン」 

会  場：東京ビッグサイト 

開催期間：２０２０年１月１５日（水）～１７日（金） 

募集対象：エレクトロニクス製造、実装等を行う市内中小製造業者 

 

 

（３）相模原市トライアル発注認定製品出展事業 (委託事業) 

「相模原市トライアル発注認定制度」の販路開拓支援策として、平成３０

年度、３１年度認定製品のＰＲブース出展事業を市より受託し、認定製品の

紹介と相模原市の産業振興施策等に関する情報発信を行う。 

 

ア 産業交流展２０１９ 

日程：２０１９年１１月１３日（水）～１１月１５日（金） 

会場：青海展示場  

 

   イ テクニカルショウヨコハマ２０２０ 

日程：２０２０年２月５日（水）～２月７日（金） 

会場：パシフィコ横浜 

 

 

（４）九都県市合同商談会 (補助金事業)   

第１２回 九都県市合同商談会（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、横浜

市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市。当市の参加は１１回目）の企

画・運営に参画し、市内企業の広域的なビジネスマッチングの機会を創出す

る。 

 

開催事務局：神奈川県 

日程・会場：未定 
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（５）国内見本市出展助成事業 (補助金事業)  

中小企業にとって有効な販路開拓手段となる見本市等への出展を促進す

るため、市内のものづくり中小企業が国内で開催される見本市に出展する際

の、経費の一部を助成して販路開拓を支援する。 

また、見本市を有効に活用して売上成果につなげることができるよう、見

本市出展・活用のノウハウをテーマとしたセミナーを開催する。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限１５万円） 

助成金予算：７，３５４千円 

 

 

（６）海外見本市出展助成事業 (補助金事業) 

ものづくり中小企業の海外での販路開拓を支援するため、市内中小企業が

海外で開催される見本市に出展する際の、経費の一部を助成する。 

 

対 象：製造業及び情報通信業を営む市内中小企業等 

助成額：出展料（小間代）の２分の１以内（上限２０万円） 

助成金予算：２，０００千円 

 

 

（７）相模原市制度融資事務事業 (委託事業) 

相模原市中小企業融資制度の円滑な運用を図り、市内中小企業の資金調達

を支援するため、市より申請窓口等の事務を受託して制度融資に関する相談、

確認書等の申請の受付・交付等の業務を行う。 

 

 

（８）産学連携推進事業  (補助金事業) 

ア 相模原市産学連携スタート支援補助金制度 

市内中小企業による大学等との連携を促し、自社の技術力向上や製品・技

術の高付加価値化等の実現を図るよう、企業が行う大学等との産学連携に

よる共同研究等に要する費用の一部を助成する。 

補助金予算：７００千円 
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イ 産学連携の促進支援 (補助金事業) 

中小企業が抱える技術的な課題等の解決を支援するため、県内の１５大

学と１１の公的産業支援機関、工業団体等で構成する「かながわ産学公連

携推進協議会」のネットワークを活用して、市内企業と大学等とのマッチ

ングを促進する。 

なお、本事業はものづくり企業総合支援事業による経営課題解決支援の

一環として、同事業と一体的に実施する。 

 

ウ 新技術実用化コンソーシアム (補助金事業) 

平成２６年度から３か年、相模原市の受託事業として研究開発していた

「小型無人ヘリコプターへのレーザーによる無線給電システムの開発」を

神奈川県のロボット産業特区・重点プロジェクトとして、実用化に向けた

実証実験を実施する。 

 

 

（９）商業・サービス業企業活性化事業 (補助金事業) 

市内事業所数の７割近くを占める商業・サービス業関連事業者を対象に、

支援ニーズに対応した個別経営支援や経営情報等の提供行って市内事業者

の経営の安定と発展を図る。 

 

 

２ 産業人材の確保・育成事業 

 

（１）中小企業工業団体活動促進事業 (補助金事業) 

市内中小企業工業団体の育成及び活動の促進を図り、市内工業の振興に寄

与することを目的として、団体が実施するセミナーや研修会等の事業に要す

る経費の一部を助成する。 

 

対象事業：団体構成員の経営及び技術力の向上に資する事業 

補助金額：１０万円以内（補助対象経費の２分の１以内） 

補助金予算：３００千円 
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（２）人材育成等に係る事業への支援 (補助金事業) 

未来の産業界を担う児童、若者たちが起業のプロセスを体験学習する「さ

がみはら子どもアントレプレナー体験事業」（事務局：さがみはら産業創造セ

ンター）の実施を支援する。 

 

（３）ものづくり人材育成事業  (委託事業) 

将来の海外人材の確保に向けて、留学生や大学等の教職員による市内もの

づくり企業の訪問やインターシップを実施し、市内企業へ関心を持ってもら

い、人的交流を図る。 

企業向けに、外国人受け入れに関する法律知識や事務手続き等のセミナー

を開催するとともに、専門家による支援を行い受入れ体制の整備を行う。一

方、市内企業の外国人従業員職員向けには、語学等の研修を行い、市内企業

への定着や、従業員間のコミュニケーションの向上を図る。 

 

 

３ 国際化の促進や産業経済情報の収集・提供に関する事業 

 

（１）国際化の支援に関するセミナーの開催 (委託事業) 

中小企業が海外展開を進めるためのノウハウや知財保護、諸外国の経済社

会動向、法律・商慣習等に関するセミナーを開催し、実務に直結するノウハ

ウや最新の情報を提供して市内企業の海外進出を支援する。 

実施にあたっては、関東経済産業局、中小企業基盤整備機構、ＪＥＴＲＯ

（独立行政法人 日本貿易振興機構）、ＪＩＣＡ（独立行政法人 国際協力機構）、

等との連携によって行う。 

 

 

（２）海外展開アドバイザー事業 (補助金事業) 

海外での事業展開を行っている、あるいは海外進出を検討している中小企

業を対象に、各企業が直面する個別具体的な課題・問題点等を解決するため、

海外ビジネスに知見のある専門家を派遣して支援する。 

 

 

（３）海外成長市場獲得支援事業 (委託事業) 
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成長著しい東南アジア地域への市内企業の販路拡大支援を目的に、現地で

開催される見本市等に相模原ブースを開設し、市内企業を取りまとめて共同

出展を行う。さらに、展示会等のビジネスチャンスをより確実なものにする

ため、現地での支援を担うサポートディスクの設置を行う。 

また、最先端の研究機関や企業が集積している先進地域との関係を構築さ

せるために調査を行う。 

 

具体的には、地方創生推進交付金を活用した海外販路開拓支援事業を市か

ら受託し、ベトナム、タイなどへの共同出展を行う。サポートディスクはタ

イ・バンコクへ、先進地域の調査は、カナダ・トロント市及び周辺エリアで

実施する。 

 

《出展予定展示会》 

ア ベトナム メタレックス ２０１９ 

  ２０１９年１０月１０日（木）～１２日（土） 

 

イ タイ メタレックス ２０１９ 

  ２０１９年１１月２０日（水）～２３日（土） 

 

 

（４）インターネット等情報提供事業 (補助金事業) 

財団のＷｅｂサイトやメールマガジンを活用して財団事業の広報を行うほ

か、市、県、国や他の産業支援機関等から提供される施策や事業等の紹介、

地域の企業動向やビジネスニュースなど、市内の事業者にとって有益な産業

関連情報を広く発信する。 

また、運営している市内事業所の検索データベース「産業あるある情報」

を継続するとともに、新聞等のメディアと連携して登録事業所と当財団の事

業等に関する情報発信を行う。（メールマガジンの配信：月２回） 

 

 

４ 創業及び新事業創出の支援に関する事業 

 

（１）創業・起業総合支援事業 (補助金事業 委託事業) 
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創業を目指す人、あるいは創業後間もない人（企業）などを対象に相模原

市内での「成功する起業」を支援する。 

 

ア セミナー・相談会の開催 

セミナー及び創業相談会を開催し、創業に必要な知識や情報を提供する

とともに、相談者の状況に応じた課題に対する助言や事業計画のブラッシュ

アップ等の支援を行う。 

 

創業相談会：毎月４回（年間４８回、１回４コマ）、橋本図書館共催 

セミナー ：入門、実践、ピンポイント、女性向け等計２４回程度 

   

イ 創業後支援 

本事業を活用して創業を果たした事業者に対するフォローを行い、必要に

応じて専門家が現地を訪問して指導する専門家派遣を、国の支援制度を活用

する等して実施し、創業後の事業の発展と継続を支援する。 

 

ウ 女性の創業支援 

創業へのアイデアや意欲に溢れる女性の創業予定者を対象として、情報

提供や交流、あるいはテストマーケティング等の場を提供して支援する。 

 

女性のための創業サロン 

女性経営者の体験談を中心とした交流サロンの開催 

女性起業家マーケット 

自身の商品・サービスを実際に販売するテストマーケティングや、創業

初期の事業者の情報発信と販売の場の提供 

開催時期：２０１９年５月１１日（土）、１２日（日） 

会  場：市立産業会館 １階 多目的ホール、展示室 

 

 

（２）ＳＯＨＯ支援事業 (補助金事業) 

ア 相模原ＳＯＨＯスクエアの運営 

ＷｅｂサイトによりＳＯＨＯ（スモールオフィス・ホームオフィス）事業

者向けビジネス情報の発信を行うとともに、市内で創業しているＳＯＨＯ
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事業者（受注者）とアウトソーシング事業者（発注者）とのマッチングシ

ステムの管理・運営を行う。 

 

イ セミナー・交流会の開催 

ＳＯＨＯ事業者とＳＯＨＯの形態での起業を目指す人等を対象とした、

ビジネス情報提供のためのセミナーを開催し、併せて参加者による互いの

交流・情報交換の場を提供する。     

 

 

（３）コミュニティビジネス推進事業 (委託事業) 

地域社会が抱える課題やニーズを、市民が主体となってビジネスの手法

（有償サービス）により解決・実現していくコミュニティビジネス（ＣＢ）

を育成するため、普及・啓発のための活動を行うとともに、セミナー・相談

会の開催や、情報交換・交流会の実施を通じて事業の掘り起こしと、その育

成支援を行う。 

 

ア コミュニティビジネス相談会 

コミュニティビジネスのアイデア段階から、活動中の事業者の運営上の

課題等について、個別の無料相談会を実施して起業と事業の運営を支援す

る。 

開催日：毎月第３火曜日 

  

イ セミナー・フォーラム・交流会の開催 

コミュニティビジネスの起業・運営に役立つ各種セミナーや、コミュニ

ティビジネスの先進事例を紹介するフォーラムを開催する。また、コミュ

ニティビジネス事業者やコミュニティビジネスでの起業を目指す人を対

象に、事業の立ち上げ・運営に有益な情報を提供するともに、情報交換や

相互連携のための交流会を開催する。 

 

地域プロデューサー養成講座入門講座(フォーラム)：１回 

地域プロデューサー養成講座(セミナー)：６回（連続講座） 
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ウ 市内活動紹介等の情報発信 

財団のＷｅｂサイトより、市内で活動するコミュニティビジネス事業者

の活動紹介や、近日開催されるイベント情報等を発信して、市内事業者の

活動を支援する。 

 

 

５ 地域経済の振興に関する事業 

 

（１）産業会館運営事業  (指定管理事業) 

市立産業会館の指定管理者として施設設備の貸出業務を行うほか、会館の

設備保守、警備、清掃業務等を行って良好な利用環境の維持を図り、施設の

利用促進を目指す。 

また、自主事業としてパソコン研修や各種セミナー等産業振興に有効な事

業を企画・実施して、施設利用者・利用率の拡大向上を図る。 
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収支予算書
（平成31年4⽉ 1⽇ 〜 平成32年3⽉31⽇） （単位︓ 千円）

予算額 前年度予算 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

経常収益

①基本財産運用益 905 905 0
基本財産受取利息 905 905 0

②特定資産運用益 5 5 0
特定資産受取利息 5 5 0

③事業収益 21,108 23,539 △ 2,431
 利⽤料⾦収⼊ 20,137 19,942 195
 負担⾦収⼊ 971 3,597 △ 2,626

 ④受取補助⾦等 163,448 182,349 △ 18,901
 市補助⾦収⼊ 75,580 75,580 0
 国庫補助⾦収⼊ 1,309 1,167 142
市受託事業等収入 86,559 105,602 △ 19,043

⑤雑収益 565 1,370 △ 805
 ⾃動販売機⼿数料 350 308 42
その他 215 1,062 △ 847

経常収益計 186,031 208,168 △ 22,137

経常費用

①事業費

給料⼿当 38,109 38,680 △ 571

臨時雇賃⾦ 13,368 12,377 991

福利厚⽣費 6,242 6,468 △ 226

退職給付費用 402 578 △ 176

旅費交通費 624 1,912 △ 1,288

通勤費 2,656 2,493 163

通信運搬費 1,342 1,840 △ 498

消耗品費 2,792 3,378 △ 586

修繕費 4,214 4,114 100

印刷製本費 1,240 865 375

水道光熱費 14,682 14,000 682

新聞図書費 427 425 2

⽀払⼿数料 349 342 7

燃料費 115 71 44

賃借料 6,205 14,526 △ 8,321

保険料 8 49 △ 41

諸謝⾦ 2,484 3,499 △ 1,015

租税公課 2,887 2,329 558

負担⾦ 4,636 4,636 0

助成⾦ 10,150 10,550 △ 400

委託料 49,965 60,526 △ 10,561

雑費 146 46 100

減価償却費 563 563 0

事業費計 163,606 184,267 △ 20,661

科目

(1)

(2)
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予算額 前年度予算 増減科目

②管理費

役員報酬 5,120 5,060 60

給料⼿当 6,050 5,950 100

福利厚⽣費 783 801 △ 18

退職給付費用 55 77 △ 22

旅費交通費 60 60 0

通勤費 300 300 0

通信運搬費 10 10 0

消耗品費 207 207 0

修繕費 40 40 0

印刷製本費 191 191 0

燃料費 21 21 0

賃借料 2,739 2,724 15

⼿数料 120 120 0
保険料 80 80 0
租税公課 60 60 0
負担⾦ 5,689 5,689 0

委託費 2,419 2,392 27

雑費 300 300 0

減価償却費 0 50 △ 50

管理費計 24,244 24,132 112

経常費用計 187,850 208,399 △ 20,549

当期経常増減額 △ 1,818 △ 231 △ 1,587

２ 経常外増減の部

経常外収益

経常外収益計 0 0 0
経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,818 △ 231 △ 1,587

法⼈税、住⺠税及び事業税 20 20 0

当期一般正味財産増減額 △ 1,838 △ 251 △ 1,587

一般正味財産期首残高 32,569 32,820 △ 251

一般正味財産期末残高 30,730 32,569 △ 1,839

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 910 910 0

一般正味財産への振替額 △ 910 △ 910 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 200,438 200,438 0

指定正味財産期末残高 200,438 200,438 0

Ⅲ 正味財産期末残高 231,168 233,007 △ 1,839

(1)

(2)
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収支予算書内訳表 （単位︓ 千円）

（平成31年4⽉ 1⽇ 〜 平成32年3⽉31⽇）

収益事業等会計

公１ 公２ 収１

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１ 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益 0 0 0 0 905 0 905
基本財産受取利息 0 0 0 0 905 0 905

②特定資産運用益 0 0 0 0 5 0 5
特定資産受取利息 0 0 0 0 5 0 5

③事業収益 971 14,721 15,692 6,308 0 △ 892 21,108
 利⽤料⾦収⼊ 0 14,721 14,721 6,308 0 △ 892 20,137
 負担⾦収⼊ 971 0 971 0 0 0 971

 ④受取補助⾦等 74,479 58,244 132,723 8,319 22,406 0 163,448
 市補助⾦収⼊ 53,173 0 53,173 0 22,406 0 75,580
 国庫補助⾦収⼊ 1,309 0 1,309 0 0 0 1,309
市受託事業等収入 19,996 58,244 78,240 8,319 0 0 86,559

⑤雑収益 0 214 214 350 1 0 565
 ⾃動販売機⼿数料 0 0 0 350 0 0 350
その他 0 214 214 0 1 0 215

経常収益計 75,450 73,179 148,629 14,977 23,317 △ 892 186,031

(2)経常費用

①事業費

給料⼿当 32,190 4,913 37,103 1,006 0 0 38,109

臨時雇賃⾦ 2,122 9,335 11,457 1,911 0 0 13,368

福利厚⽣費 4,953 1,070 6,023 219 0 0 6,242

退職給付費用 402 0 402 0 0 0 402

旅費交通費 619 5 624 0 0 0 624

通勤費 1,375 1,064 2,439 217 0 0 2,656

通信運搬費 729 509 1,238 104 0 0 1,342

消耗品費 1,036 1,458 2,494 298 0 0 2,792

修繕費 0 3,498 3,498 716 0 0 4,214

印刷製本費 1,140 83 1,223 17 0 0 1,240

水道光熱費 0 12,187 12,187 2,495 0 0 14,682

新聞図書費 427 0 427 0 0 0 427

⽀払⼿数料 280 58 338 11 0 0 349

燃料費 115 0 115 0 0 0 115

賃借料 6,506 456 6,962 93 0 △ 850 6,205

保険料 0 7 7 1 0 0 8

諸謝⾦ 2,484 0 2,484 0 0 0 2,484

租税公課 1,258 1,353 2,611 276 0 0 2,887

負担⾦ 4,636 0 4,636 0 0 0 4,636

助成⾦ 10,150 0 10,150 0 0 0 10,150

委託料 5,862 36,606 42,468 7,497 0 0 49,965
雑費 0 122 122 24 0 0 146
減価償却費 16 455 471 92 0 0 563

事業費計 76,300 73,179 149,479 14,977 0 △ 850 163,606

科 目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計
内部取引等

消去
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収益事業等会計

公１ 公２ 収１

産業振興事業
産業会館

運営事業

物品販売・

賃貸等事業

科 目 合計
小計

公益目的事業会計

法人会計
内部取引等

消去

②管理費

役員報酬 0 0 0 0 5,120 0 5,120

給料⼿当 0 0 0 0 6,050 0 6,050

福利厚⽣費 0 0 0 0 783 0 783

退職給付費用 0 0 0 0 55 0 55

旅費交通費 0 0 0 0 60 0 60

通勤費 0 0 0 0 300 0 300

通信運搬費 0 0 0 0 10 0 10

消耗品費 0 0 0 0 207 0 207

修繕費 0 0 0 0 40 0 40

印刷製本費 0 0 0 0 191 0 191

燃料費 0 0 0 0 21 0 21

賃借料 0 0 0 0 2,781 △ 42 2,739

⼿数料 0 0 0 0 120 0 120
保険料 0 0 0 0 80 0 80
租税公課 0 0 0 0 60 0 60
負担⾦ 0 0 0 0 5,689 0 5,689

委託費 0 0 0 0 2,419 0 2,419

雑費 0 0 0 0 300 0 300

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0

管理費計 0 0 0 0 24,286 △ 42 24,244

経常費用計 76,300 73,179 149,479 14,977 24,286 △ 892 187,850

当期経常増減額 △ 850 0 △ 850 0 △ 968 0 △ 1,818

２ 経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替前

当期一般正味財産増減額
△ 850 0 △ 850 0 △ 968 0 △ 1,818

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 850 0 △ 850 0 △ 968 0 △ 1,818

法⼈税、住⺠税及び事業税 0 0 0 0 20 0 20

当期一般正味財産増減額 △ 850 0 △ 850 0 △ 988 0 △ 1,838

一般正味財産期首残高 △ 19 1,170 1,151 0 31,418 0 32,569

一般正味財産期末残高 △ 869 1,170 301 0 30,429 0 30,730

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産受取利息 0 0 0 0 910 0 910

一般正味財産への振替額 0 0 0 0 △ 910 0 △ 910

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 438 0 438 0 200,000 0 200,438

指定正味財産期末残高 438 0 438 0 200,000 0 200,438

Ⅲ 正味財産期末残高 △ 431 1,170 739 0 230,429 0 231,168
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資金調達及び設備投資の見込みについて 

平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 

 

（１）資金調達の見込みについて 

借入れの予定 □ あり ■ なし 

事業 

番号 
借入先 金 額 使 途 

    

 

（２）設備投資の見込みについて 

設備投資の予定 □ あり ■ なし 

事業 

番号 
設備投資の内容 

支出又は収入の 

予定額 

資金調達方法又は 

取得資金の使途 
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